
計画策定に向けた課題の整理

資料４



１ 地域共生社会の実現に向けた国の動き（厚生労働省資料より）
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１ 地域共生社会の実現に向けた国の動き（厚生労働省資料より）

重層的支援体制整備事業
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２ 地域福祉に関する市民意識調査からみた現状
【市民意識調査】対象：市内在住の18歳以上の男女5,000人、回答：2,006件、期間：令和５年１月20日～２月６日

①地域で生じている課題
問６ あなたの地域には、どのような問題や課題が

あると思いますか。（複数回答）

○ 地域での住民同士の支え合い意識は低い状況にある

・ あまり思わない（34.0%）＋思わない（20.3%）＝54.3%

○ 特に、近所付き合いや世代間交流への課題意識が高い

・ 近所付き合いが少なくなっている（37.2% → 45.0%）

・ 若者と高齢者など違う世代同士の交流が少なくなっている
（28.6% → 32.2%）

○ 課題意識のうち、専門機関によるサービス提供に
対するものは改善傾向にある

・ 地域の保健・医療・福祉の専門機関によるサービス提供が
十分でない（10.6% → 7.6%）

②住民同士の支え合い意識
問10 あなたは、地域の課題解決に向けた住民同士

の支え合いができていると思いますか。
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２ 地域福祉に関する市民意識調査からみた現状
【市民意識調査】対象：市内在住の18歳以上の男女5,000人、回答：2,006件、期間：令和５年１月20日～２月６日

③地域活動等への参加状況
問12 あなたは、地域活動やボランティア活動に参加

していますか。

R4調査

H29調査

④地域活動等への参加条件
問20 あなたはどの様な条件が整えば、地域活動や

ボランティア活動に参加したいですか。(複数回答)

○ 地域活動等への参加者は減少傾向にあり、地域での支え合い意識の低下がみられる

・ 現在、参加している（29.6% → 18.6%）

・ 参加するつもりはない（31.2% → 37.0%）

○ 地域活動等へ、「今は参加していないが条件が整えば参加したい」と回答した者について、時間的な問題が最も
多い

・ 時間的に参加可能な内容である（77.9%）
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２ 地域福祉に関する市民意識調査からみた現状
【市民意識調査】対象：市内在住の18歳以上の男女5,000人、回答：2,006件、期間：令和５年１月20日～２月６日

⑤地域団体間の連携状況
問16 あなたが参加している地域活動やボランティア活動について、協力や連携を行っている団体はありますか。（複数回答）

○ 地域活動を行っている地域団体等の多くが既に
他の団体等と協力・連携して活動をしている

・ 他団体等と協力・連携して活動している（84.4%）

○ 既に他の団体等と協力・連携して活動している
団体等について、更なる連携強化のニーズも高い

・ 今後、新たに協力・連携したい団体がある（43.3%）

わからない・無回答
を除く回答の内訳

連
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２ 地域福祉に関する市民意識調査からみた現状
【市民意識調査】対象：市内在住の18歳以上の男女5,000人、回答：2,006件、期間：令和５年１月20日～２月６日

⑥地域福祉推進のために市に求める取組
問21 あなたは、地域活動やボランティア活動の活性化、住民同士の支え合いを進めるために、広島市はどのよう

な取組を行う必要があると思いますか。（複数回答）

○ 地域コミュニティの活性化につながる、地域
活動の担い手の育成・確保といった取組が求め
られている

・ 地域活動やボランティア活動の担い手の育成・確保
（27.3% → 30.9%）

・ 地域活動やボランティア活動の意義・重要性につい
ての住民への啓発（19.2% → 24.9%）

・ 地域団体に対する資金助成（21.4% → 23.3%）

○ 相談支援体制については、地域における身近
な相談窓口の充実が求められ、地域団体と保健・
医療・福祉の専門機関の連携体制づくりは改善
傾向にある

・ 地域における身近な相談窓口の充実
（27.6% → 28.8%）

・ 地域団体と保健・医療・福祉の専門機関の連携体制
づくり
（30.1% → 23.3%）
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２ 地域福祉に関する市民意識調査からみた現状
【市民意識調査】対象：市内在住の18歳以上の男女5,000人、回答：2,006件、期間：令和５年１月20日～２月６日

⑦世帯の抱える課題状況
問１ あなたやあなたの世帯が地域で生活していく上で、困っていることは何ですか。（複数回答）

○ 多くの世帯で何らかの困りごとを抱えている
・ 困りごとがあると回答した者の割合（59.0%）

○ 困りごとがあると回答した者の多くが複数の
課題を抱えており、地域で生活していく上での
課題の多くが複合化している

・ 地域で生活していく上で困っている課題が複数ある
（52.6%）

困りごとがあると回答
した者の複数回答割合



①複合課題の対応頻度
問1-3 事業所で受け付けた相談のうち、年間を通じ

て専門分野以外の課題がある、複合課題を抱え
たケースはどの程度ありますか。
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３ 地域共生社会推進のための「つながり」実態調査からみた現状
【 事業者調査 】対象：市内設置の各福祉分野の支援機関479機関、回答：147件、期間：令和４年８月～９月

②専門分野以外の課題への対応状況
問1-10 事業所において、専門分野以外の課題のみの

相談があった場合の対応状況について、通常
行っている対応を教えてください。

○ 各事業所における課題への対応頻度について、複合課題への対応に占める割合が高い

・ よくある（17.0%）＋ときどきある（53.1%）＝70.1%

○ 自機関の専門分野以外の課題に対しては、課題を受け止めつなぐ「断らない相談」が既に各事業所において実施
されている

・ 何も行っていない以外の回答（100.0%）



③複合課題対応時の課題
問1-8 複合課題の対応において、課題であると感じ

ていることを教えてください。
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３ 地域共生社会推進のための「つながり」実態調査からみた現状
【 事業者調査 】対象：市内設置の各福祉分野の支援機関479機関、回答：147件、期間：令和４年８月～９月

④多機関協働事業の必要性
問6-1 多機関の協働による課題解決に向けた取組と

して、他の関係機関との協働の推進や調整を行
う機能が必要と感じますか。

○ 多くの事業所が、複合化課題対応時に他の関係機関との調整等に課題を抱えている

・ 他の関係機関との調整による事務負担が大きい（50.5%）

・ 他の関係機関との関係づくりができていない（46.4%）

○ 多くの事業所が、複合課題の解決に向けた多機関協働事業（相談支援包括化推進員の配置：資料３「６現行計画
に基づく主な取組の成果⑲」）の必要性を感じている

・ 必要性を感じる（74.1%）



○ 包括的な支援体制の構築に向けた取組の推進
・ 現行計画に基づき、地域住民等と支援関係機関による包括的な支援体制の構築を進めてきたが、「区役所
厚生部の再編」といった全市的な体制の構築を行った取組がある一方、「地区社協活動拠点づくりの推進」や
「相談支援包括化推進員の配置」といった取組はモデル実施の結果を踏まえ事業を拡大している状況にあり、
現行計画で目標像として掲げている包括的な支援体制（現行計画.P25）が全市的に整備されているとはまだ
言えない。

○ 地域で支え合う「共助」の仕組みづくりの促進
・ 複雑・多様化した地域課題に的確かつきめ細かな対応をしていくためには、「自助」と「公助」に加え、
それらをつなぐ「共助」が重要であり、現行計画に記載のない取組として実施されている、「広島市地域
コミュニティ活性化ビジョン」に基づく持続可能な地域コミュニティづくりの促進のための取組等を通じ
て、地域で支え合う「共助」の仕組みづくりを促進する必要がある。
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４ 計画策定に向けた課題の整理

○ 複雑化・複合化した支援ニーズへの対応強化
・ 令和３年４月施行の改正社会福祉法により、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村

の包括的な支援体制の構築のための支援策として「重層的支援体制整備事業」が創設されるなど、複雑化・
複合化した支援ニーズへの対応が求められている。

【広島市地域共生社会実現計画の振り返り（資料２）から見る課題】

【国の動きから見る課題】



○ 支え合いの意識づくりの促進
・ 地域活動の前提となる地域での住民同士の支え合い意識の低下により、近所付き合いの減少や若者と高齢
者など違う世代同士の交流の減少、地域活動等の担い手の減少といった、地域活動を行う上での問題や課題
が生じており、地域活動やボランティア活動の担い手の育成・確保や活動の意義・重要性の啓発といった取
組が求められている。

・ また、コロナ禍の影響も考えられるが、地域活動等へ参加している者は減少しており、条件が整えば地域
活動等へ参加したいと考えている住民が参加するための課題として挙げている、活動時間の確保に向けた支
援といった取組が求められている。

○ 地域団体等の連携支援等の強化
・ 地域活動を実施している団体の多くが他の団体と連携して活動を実施しているが、更なる連携強化のニー
ズも高く、また、団体に対する活動資金の助成といった支援が求められている。

○ 地域における身近な相談窓口の充実
・ 地域の保健・医療・福祉の専門機関によるサービス提供に対する課題意識は改善傾向にあり、地区担当保
健師の配置に代表される区役所厚生部再編や地域包括支援センターなど行政以外の支援機関の体制強化とい
った取組の効果がみられる一方、地域住民にとってより身近な存在となる地域での相談窓口がわからないと
いう課題意識の高まりもみられ、地域における身近な相談窓口の充実といった取組が求められている。
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４ 計画策定に向けた課題の整理

【市民意識調査結果から見る課題】



○ 支援関係機関の顔の見える関係づくり
・ 市民意識調査において、地域住民が生活していく上での課題の多くが複合化していることが確認でき、
その状況を裏付けるように、事業者調査においても、高齢・障害・子ども・生活困窮といったそれぞれの
支援機関の専門分野以外の課題を含む、複合課題を抱えるケースの相談が多くあることが確認できる。

・ そうした課題に対して、各支援機関において課題を受け止め他の関係機関へ要支援者をつなぐ「断らない
相談」が実施されているが、実際に支援を行う場面においては、他の関係機関との関係づくりに課題を抱え
ている。

○ 多機関の協働による支援の充実
・ 他の関係機関との関係づくりができている場合にも、複雑化・複合化した課題への対応に際しては、他の
関係機関との調整による事務負担に課題を抱えており、多機関の協働による支援の調整等を行う機能が求め
られている。
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４ 計画策定に向けた課題の整理

【「つながり」実態調査（事業者調査）結果から見る課題】


